
○農林漁業体験の取組事例

自然の恩恵や「食」に関わる人々の
様々な活動への理解を深めること等
を目的とし、農業者団体等が生産現
場に消費者を招き、一連の農作業等
の体験の機会を提供する取組

≪期待される効果≫
・⽣産者と消費者との信頼関係の構築
・⾷と農林⽔産業への理解
・⾷品の安全性への理解
・⾷品ロスの発⽣抑制 等

→ 国産農林⽔産物のサポーター増に
つなげる

教育ファームとは・・・

食育基本法（平成17年法律第63号）
第３条、第23条関係

医療

14 農林漁業体験（教育ファーム）を通じた食育の推進

○ 「⾷」に関する関⼼や理解を増進するとともに、⾃然の恩恵や「⾷」に関わる⼈々の様々な活動への感謝の念や理解を深めるため、
教育ファーム等農林漁業体験の機会の提供を積極的に推進

○ ⾷や農林⽔産業の重要性の理解を通じて国産農林⽔産物のサポーター増加につなげる

https://www.maff.go.jp/j/syokuiku/s_edufarm/index3.html
●農林漁業体験の推進（農林水産省ホームページ）

Ⅲ 農林水産省における食育の取組
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株式会社⼤地のMEGUMI（北海道）

普段⼝にする農作物がどのように育てられている
のか、栽培の⼿間や苦労を伝えることで「⾷」と
「農」に関⼼を持つきっかけを作ることを⽬的に、
親⼦野菜収穫体験を実施。
JA⼥性会と連携し、野菜本来の味が伝わるよう

⼯夫しながら調理し、参加者にふるまっている。
トウモロコシの収穫（第７回⾷育活動表彰 審査委員特別賞）

医療

町内の⼩学校６年⽣の「総合的な学習の時間」
において、「かぼちゃの栽培体験」を実施。
授業では、播種から収穫までの圃場実習のほか、

収穫したかぼちゃを道の駅で開催される「輝農
祭」でこどもたちが販売し、栽培から消費までの
⼀連の流れを経験する。

わかやま農業協同組合 やろう会（和歌⼭県）

（第７回⾷育活動表彰 消費・安全局⻑賞） かぼちゃの収穫



15 地産地消の推進

42

Ⅲ 農林水産省における食育の取組

取組の具体例基本理念

○⽣産者と消費者との結びつきの強化

○地域の農林漁業及び関連事業の振興による
地域の活性化

○消費者の豊かな⾷⽣活の実現

○⾷育との⼀体的な推進

○都市と農⼭漁村の共⽣・対流との⼀体的な推進

○⾷料⾃給率の向上への寄与

○環境への負荷の低減への寄与

○社会的気運の醸成及び地域における主体的な
取組の促進

直売所での地場産農林⽔
産物の直接販売

学校給⾷や社員⾷堂での
地場産農林⽔産物の利⽤

地域の消費者との
交流・体験活動

地場産農林⽔産物を活⽤
した加⼯品の開発

（六次産業化・地産地消法 第25条）
○国内の地域で⽣産された農林⽔産物（⾷⽤に供されるものに限る。）をその⽣産された地域内に
おいて消費すること（消費者に販売すること及び⾷品として加⼯することを含む。）。

○地域において供給が不⾜している農林⽔産物がある場合に他の地域で⽣産された当該農林⽔産
物を消費すること。



（１）地産地消の取組の状況
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Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 15 地産地消の推進

○ 地域の農産物を⽣産者が直接消費者に販売する直売所は、全国で約23,000ヶ所、年間総販売額は約1.0兆円。
○ 運営主体別販売総額をみると、直売所数全体の56.0％を占める農業経営体の販売総額の割合は17.2%に対し、全体の
9.6％である農業協同組合が36.3%。

○ １直売所当たりの販売⾦額について、農業協同組合の約１億８千万円に対し、農業経営体は約1,400万円。
○ 直売所は規模・運営主体を問わず、地場産率が約９割。

資料︓農林⽔産省統計部「６次産業化総合調査」

＜運営主体別の農産物直売所数＞

令和３年度
農産物直売所
22,680施設

農業経営体
12,690
（56.0）

農業協同組合
2,170
（9.6）

その他
7,830
（34.5）

＜運営主体別販売総額＞

令和３年度
農産物直売所

販売総額
10,464億円

農業経営体
1,805
（17.2）

農業協同組合
3,800
（36.3）

その他
4,859
（46.4）

4,613 

1,423 

17,503 

6,209 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

全体 農業経営体 農協 その他

（万円）

※四捨五入により計と内訳が一致しない場合がある

＜１直売所当たり年間販売⾦額（令和３年度）＞

2,945 2,922 3,057 

8,414 8,136 8,523 

0

5,000

10,000

15,000

R元 R2 R3

＜販売規模別農産物直売所数＞

1億円以上の農産物直売所 1億円未満の農産物直売所

（件）

11,370 11,070 11,580



● 地産地消コーディネーターの派遣実績
平成28年度︓６地区 平成29年度︓８地区 平成30年度︓７地区 令和元年度︓９地区 令和２年度︓９地区 令和３年度︓12地区 令和４年度︓15地区
（令和3年度、4年度はフォローアップ派遣、ステップアップ派遣（※）を含む）

（２）学校給食での地場産物の活用について
Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 15 地産地消の推進
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■ 地産地消コーディネーター【地域の⾷絆強化推進運動事業】

■ 学校給⾷における地場産物・国産⾷材の利⽤状況
（⾦額ベース）

４年度３年度2年度令和
元年度

56.5
%

56.0
%ー52.7%地場

産物

89.2
%

89.0
%ー87.0%国産

⾷材

＜資料＞学校給⾷における地場産物・国産⾷材の使⽤状況調査（⽂部科学省）
（注１）新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度の調査は未実施
（注２）令和元年度以降、⾷材数ベースから⾦額ベースに調査⽅法を変更

子どもたちに地元で取れた野菜を

食べてもらいたいけれど、

どんなものを使っているのかわからない

※栄養教諭、⽣産者組織代表、JA、コンサルタント、企業、⾏政など

学校給⾷で地場産を使いたいけれど、
どんなものがあるのか分からない。

学校給⾷ ⽣産者

地産地消コーディネーター（※）
の役割が重要

お互いの不安をすりあわせ

（※）フォローアップ派遣︓過去の派遣先を対象に1名のコーディネーターを1回派遣
ステップアップ派遣︓通常派遣の選定外となった応募者（希望者のみ）に1名のコーディネーターを1回派遣

■ 学校給⾷における地場産物を使⽤する割合（⾦額ベース）を現状
値（令和元年度）から維持・向上した都道府県の割合

68.1%

76.6%

60%

70%

80%

90%

100%

R3 R4 R7

90%

令和7年度目標(※）

（※）第４次⾷育推進基本計画（令和３年3⽉策定）にて、「学校給⾷における地場産物を使⽤する割合（⾦
額ベース）を現状値 （令和元年度）から維持・向上した都道府県の割合を90％以上とすることを⽬指す」とする
⽬標を設定



（２）学校給食での地場産物の活用について
Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 15 地産地消の推進
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(1)現状と課題
袋井市では、主要10品⽬を対象に、市場に出荷していない⼩規模農家から全量買い取りを⾏うこと等により地場産農産物を確

保し、学校給⾷における地場産物の活⽤を積極的に推進してきたが、その⼀⽅で、学校給⾷で使⽤できない規格外品の取り扱い
が課題となっていた。

(2)取組内容
平成29年度に、給⾷センターに⾷材を納⼊するNPO法⼈へコーディネーターを派遣し、規格外品への対応として、
①規格外品でも使える献⽴づくり
（コロッケ（⽟ねぎ、じゃがいも）、ピューレ（⼤⽟トマト）、
切り⼲し⼤根（⼤根））

②給⾷以外の販路の確保・加⼯商品の開発
を実施した。

(3)取組の効果
〇地場産物の取引⾦額が10.1倍に︕農家の所得向上にも貢献︕
350万円（平成24年度）→ 3,526万円（令和４年度）

〇地場産物使⽤割合（主要10品⽬重量ベース）が3.7倍に︕
13.8%（平成24年度）→ 51.6%（令和４年度）

〇地場産物（⽶以外）の通年使⽤が実現︕
14⽇使⽤（平成17年度）→ 194⽇（令和４年度）

※ 年間給⾷⽇数︓平成17年度190⽇
令和４年度194⽇

【事例︓静岡県袋井市】
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ユネスコ無形文化遺産に登録された和食文化

Ⅲ 農林水産省における食育の取組

16 食文化の継承

○ 平成25年12⽉4⽇、ユネスコ無形⽂化遺産に「和⾷︔⽇本⼈の伝統的な⾷⽂化」の登録が
決定。

○ 和⾷⽂化を未来に向けて守り伝えていくため、継続的なPRによる関⼼の維持や地域にお
ける保護・継承が重要。

(c) Masashi Kuma, 2006

「和食」の特徴③：

自然の美しさや季節のうつろいの表現
「和食」の特徴①：

多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重

「和食」の特徴②：

健康的な食生活を支える栄養バランス
「和食」の特徴④：

正月などの年中行事との密接な関わり

季節の花や葉などで料理を飾りつけたり、
季節にあった調度品や器を利⽤するなど、
⾃然の美しさや四季の移ろいを表現するこ
とも和⾷⽂化の特徴のひとつです。

⽇本の⾷⽂化は、年中⾏事と密接に関わって
育まれてきました。⾃然の恵みである「⾷」を分
け合い、「⾷」の時間を共にすることで、家族や
地域の絆を深めてきました。

⼀汁三菜を基本とする⾷⽣活は栄養バランスがと
りやすく、だしの「うま味」や発酵⾷品をうまく使い、
動物性油脂の摂取量もセーブ。⽇本⼈の⻑寿や
肥満防⽌に役⽴っています。

南北に⻑く、海、⼭、⾥と表情豊かな⾃然
が広がる⽇本の国⼟。各地で地域に根ざし
た多様な⾷材が⽤いられ、素材の味わいを
活かす調理技術・調理道具が発達していま
す。

「自然を尊重する」というこころに基づいた、日本人の食慣習



（１） 「和食」の保護・継承に向けた取組の全体像
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⾷にかかわる産業界と⾏政等が⼀体となって⼦供たち・忙しい⼦育て世代に、内⾷・中⾷・外⾷等で、
⾝近・⼿軽に、健康的な「和ごはん」を⾷べる機会を増やしてもらうための官⺠協働の取組。プロジェクト
メンバーは191企業等（令和５年10⽉末時点）。

和⾷⽂化の継承を⾏う
⼈材育成

地域の⾷⽂化の
保護・継承

■ 地域固有の多様な⾷⽂化を
地域で保護・継承していくため、地
域ぐるみで郷⼟料理等の調査、
データベースの作成及び普及等を
実施

■ 郷⼟料理教室や郷⼟料理レ
シピ集作成等地域の⾷⽂化の継
承のための活動を⽀援

・ 食文化の多角的な価値の整理・情報発信
委託事業

・ 和食文化の国内外への情報発信・普及啓
発委託事業

・ 消費安全対策交付金

次世代を担う⼦供たちへの
普及

■ 和⾷⽂化の普及活動を⾏う
中核的な⼈材を各都道府県に
育成

当該⼈材が保育所や⼩学校
等において和⾷⽂化を継承する
とともに、栄養⼠・保育⼠等を対
象とした各種研修会の場で和⾷
⽂化の普及活動を実施

・ 食文化コンテンツ関連の人材の高度化
委託事業

■ ⼩学⽣向けの教材「わたしたち
と“和⾷」を制作し、それを活⽤し
たモデル授業を実施。

■ 和⾷給⾷の普及等⾷⽂化の
継承のための活動を⽀援

■ 学校給⾷等での地産地消の
推進のため、コーディネーターの派
遣⽀援や優良事例表彰を実施

・ 食文化コンテンツ関連の人材の高度化
委託事業

・ 消費安全対策交付金

プロジェクト ＜農林⽔産省官⺠協働プロジェクト＞

料理講習会で海外
料理⼈に⾷⽂化普及

インバウンド喚起

輸出促進

⽇本産⾷材
サポーター店

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 16 食文化の継承



（２）「和食」の保護・継承に向けた取組（子育て世代・若者世代への取組）
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Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 16 食文化の継承

■ 幼稚園・保育所・⼩学校等の栄養教諭等を対象に、次世代の
⼦供達に和⾷⽂化を伝える中核的な⼈材（和⾷⽂化継承リー
ダー）を各都道府県に育成。

■ 令和元年度から４年度までの研修により、全都道府県で約900
名が認定。

■ ⼩学⽣向けの教材「わたしたちと“和⾷”」を制作し、それを活⽤し
たモデル授業を実施。

和⾷⽂化継承リーダーの育成（⼈材育成）地域の⾷⽂化の保護・継承

各地域で選定された郷⼟料理の歴史やレシピ、郷⼟料理を⽣んだ地域の
背景をデータベース化し、47都道府県の1365品⽬を公表。

○ 令和元年度より、次世代のうち特に⾷⽣活の改善意識が⾼まりやすい⼦育て世代や若者世代をターゲッ
トとした事業（地域固有の多様な⾷⽂化の保護・継承、和⾷⽂化普及の中核的⼈材の育成）を実施。

モデル授業の様⼦児童⽤ 指導者⽤

令和４年度は、伝統的な加⼯⾷品を17のカテゴリーに分類し、各地域
で選定された伝統⾷の特徴、歴史やアレンジレシピ等をデータベース化し、
３県60品⽬の伝統⾷の情報を公表。

「うちの郷⼟料理〜次世代に伝えた
い⼤切な味〜」

（https://www.maff.go.jp/j/kei
kaku/syokubunka/k_ryouri/i
ndex.html）

「おいしい和⾷のはなし。」
（http://ouchidewashoku.maff.go.jp）にて、研修会等に関する情報を発信。

 うちの郷⼟料理

 にっぽん伝統⾷図鑑

「にっぽん伝統⾷図鑑」
（https://traditional-
foods.maff.go.jp/）



（３） 官民協働の取組(Let’s！和ごはんプロジェクト)

・プロジェクトの⽬的達成のための活動を⾏う
企業等をプロジェクトメンバーとして登録・
公表。

・プロジェクトメンバーが⾃由に商品や販促
物等に使⽤可能なロゴマークの提供。

・マスコミ、SNS等を含め多様なメディアへ
プロジェクト・各企業等の取組の情報発信。

・関連イベントの開催。

・和ごはんの調理が簡単にできる商品やレシピ、
和ごはん調理家電の開発・販売。

・和ごはん総菜や弁当の開発・販売。
・レストランで⼦供向けやご当地⾷材の
メニューの展開､社員⾷堂等での和ごはんフェア
の実施。

・時短につながる和ごはん調理⽅法を動画等により
分かりやすくWEB展開。

・年中⾏事(お正⽉や五節句等)や⼈⽣儀礼(お⾷い初め
等)などと絡めた関連商品やメニューの開発・販売

協働

＜各企業等の取組例＞ ＜国の取組＞

※ 和ごはん･･･⽇本の家庭で⾷べられてきた⾷事であって、（１）ごはん、汁物、おかず等若しくはその組み合わせで構成されているもの、⼜は、
（２）だし並びに醤油及び味噌をはじめとする⽇本で古くから使われてきた調味料等が利⽤されているもの

プロジェクトメンバー数︓ 191（令和５年10⽉末時点）
⾷品製造業者、流通業者、中⾷・外⾷業者のみならず、レシピや調
理家電製造業者等

「Letʼs︕和ごはんプロジェクト」は、和⾷⽂化の保護・継承につなげていくため、和⾷⽂化
のユネスコ無形⽂化遺産登録5周年となる2018年度に⽴ち上げた官⺠連携のプロジェクト。

和⾷にかかわる事業者と⾏政が⼀体となって、⼦供たちや、和⾷について「⼿間がかかり、
⾯倒」とのイメージを有する忙しい⼦育て世代に、⾝近･⼿軽に健康的な「和ごはん」を⾷べ
る機会を増やしても らう取組を実施。

令和元年度から11⽉を「和ごはん⽉間」と位置づけ、11⽉24⽇の「和⾷の⽇」と連携し、
集中的に活動。
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ネットワークの活動

背景

⾷⽂化振興⼩委員会の議論を踏まえ、地域における多様な⾷⽂化の保護・継承活動をより⼀層進めるために、
地⽅農政局等が事務局となって、都道府県・市町村（地⽅⾃治体）、地域の⾷⽂化の保護・継承の関係団体・関係者、
和⾷⽂化継承リーダー、その他⾷⽂化関係団体・関係者（料理⼈、研究家等）、⾷品関連事業者などの関係者
を結びつけるネットワーク「〇〇地域の和⾷⽂化ネットワーク」を⽴ち上げ（令和３年１⽉）。

地域や家庭で受け継がれてきた伝統的
な料理や作法等の和⾷⽂化を受け継ぎ、

次世代へ伝えている⼈の割合は、
２⼈に１⼈（44.0％）程度と低い。

郷⼟料理のデータベース
「うちの郷⼟料理」の利活⽤や、
「和⾷⽂化継承リーダー」等の
活躍の場を広げる必要。

地域の⽅々の地道な活動を
より⼀層活発化させるサポートを

充実させることが肝要。

⾷⽂化振興⼩委員において、
今後の国内の⾷⽂化の保護・継承の
対応⽅針の⼀つに「地域での取組」の
重要性の⾼まりを踏まえた取組の

必要性が提唱。

地域における⾷⽂化の保護・継承に繋げる取組を、個レベルから広域的、活発的、継続的に進めるため、
地域内の関係者のネットワーク化（メンバー間の連携、諸活動等）を図りつつ、
 セミナーや勉強会などのイベントの開催
 活動に使える予算（活動費）等
の情報を、定期的に送信（ネットワークへの参加費無料、活動に役⽴つ関連パンフレットを提供）。

地域の⾷⽂化の保護・継承活動に関⼼のある⽅ならどなたでも参加できます。
ネットワークへの参加申込はコチラ
https://www.maff.go.jp/j/keikaku/syokubunka/network/main.html

ネットワークのイメージ

農林⽔産本省 関係省庁
⽂科省、⽂化庁等

関係団体
和⾷⽂化国⺠会議 等

各地域の和⾷⽂化ネットワーク
（事務局︓地⽅農政局等）

連携

連携

⾷⽂化の保護・継承の取組を⾏っている団体・個⼈の掘り起こし・
会員拡⼤、ネットワークのメンバーへの情報提供、メンバー間の活
動⽀援、メンバーとの意⾒交換、相談受付、窓⼝紹介等

（４）地域の和食文化ネットワーク

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 16 食文化の継承
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［お問い合わせ先］消費・安全局消費者⾏政・⾷育課 （03-3502-5723）

＜対策のポイント＞
第４次⾷育推進基本計画に掲げられた⽬標達成に向けて、地域の関係者等が連携して取り組む⾷育活動を重点的かつ効率的に推進します。その際、農
林漁業体験機会の提供の取組に加えて他の取組も⾏う⾷育活動を優先的に⽀援します。

＜事業⽬標＞
⾷育推進基本計画の⽬標の達成

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．⾷育を推進するリーダーの育成

地域で活躍する⾷育推進・⾷⽂化継承・農業体験リーダー等の育成やその
活動促進を⽀援します。

２．農林漁業体験機会の提供
⾷や農林⽔産業への理解を増進する農林漁業体験の提供に向けた検討会

開催や体験機会の提供を⽀援します。
３．地域における共⾷の場の提供

地域における共⾷のニーズの把握や⽣産者とのマッチング等により、多世代交流
やこども⾷堂等の共⾷の場の提供を⽀援します。

４．学校給⾷における地場産物活⽤の促進、和⾷給⾷の普及
学校給⾷に地場産物を使⽤するための⽣産者とのマッチング、献⽴の開発・

試⾷、⾷育授業を⽀援します。
５．環境に配慮した農林⽔産物･⾷品への理解向上

環境に配慮した農林⽔産物・⾷品への理解向上に向けて、意識調査、セミナー
の開催等を⽀援します。

６．⾷品ロスの削減
⾷品ロスの削減に向けた消費者の意識調査や飲⾷店等と連携した啓発資料の

配付やセミナーの開催を⽀援します。
７．地域⾷⽂化の継承

地域⾷⽂化の継承や⽇本型⾷⽣活の実践に向けた調理講習会や⾷育授業
等の開催を⽀援します。

（注）シンポジウム、展⽰会、交流会等の開催
⾷育の推進に係るシンポジウム、展⽰会等の開催、⾷育の課題解決に向けた

交流会、セミナー等の開催を⽀援します。この取組は、１〜７の取組を⾏った上で
あわせて⽀援することができます。

＜事業の流れ＞

【令和６年度予算概算決定額 1,720(2,006)百万円の内数】

① 都道府県を通じた取組
交付（定額） 1/2以内

事業実施主体

② 広域の取組

⽬標の達成に資する
地域の取組を⽀援

・⾷⽣活の改善や⾷⽂化等に対する
意識の向上
・地場産⾷材の活⽤割合の増加等

⾷育推進基本計画の⽬標達成(令和７年度)を⽬指す
交付（1/2以内）

⽬標（⾷育推進基本計画の⽬標のうち農林漁業体験機会の提供等当省関連）
・⾷育の推進に関わるボランティアの数を増やす
・農林漁業体験を経験した国⺠を増やす
・地域で共⾷したいと思う⼈が共⾷する割合を増やす
・学校給⾷における地場産物を活⽤した取組等を増やす
・栄養バランスに配慮した⾷⽣活を実践する国⺠を増やす
・産地や⽣産者を意識して農林⽔産物・⾷品を選ぶ国⺠を増やす
・環境に配慮した農林⽔産物・⾷品を選ぶ国⺠を増やす
・⾷品ロス削減のために何らかの⾏動をしている国⺠を増やす
・地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国⺠を増やす

農林漁業体験機会の提供 地域⾷⽂化の継承地域における共⾷の場の提供
⽀援事業(例)

国
都道府県 ⺠間団体等

（都道府県、市町村を含む）

⺠間団体等
（都道府県、市町村を含む）

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 17 食育推進に関する事業内容
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［お問い合わせ先］消費・安全局消費者⾏政・⾷育課 （03-3502-5723）

＜対策のポイント＞
第４次⾷育推進基本計画に掲げられた⽬標達成に向けて、地域の関係者等が連携して取り組む⾷育活動を重点的かつ効率的に推進します。その際、多
世代交流やこども⾷堂等の共⾷の場の提供等に関する取組、⾷育推進基本計画の重点事項であるデジタル化に対応した取組や持続可能な⾷を⽀える⾷
育活動を優先的に⽀援します。また、これまでの都道府県を通じた地域の⾷育活動の⽀援に加え、広域の⾷育の取組についても⽀援します。
＜政策⽬標＞
⾷育推進基本計画の⽬標の達成

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
【共通】共⾷の場の提供等に関する取組、デジタル化に対応した取組や持続可能な⾷
を⽀える⾷育活動を優先的に⽀援します。
１．⾷育を推進するリーダーの育成

地域で活躍する⾷育推進・⾷⽂化継承・農業体験リーダー等の育成やその活
動促進を⽀援します。

２．農林漁業体験機会の提供
⾷や農林⽔産業への理解を増進する農林漁業体験の提供に向けた検討会開

催や体験機会の提供を⽀援します。
３．地域における共⾷の場の提供

地域における共⾷のニーズの把握や⽣産者とのマッチング等により、多世代交流
やこども⾷堂等の共⾷の場の提供を⽀援します。

４．学校給⾷における地場産物活⽤の促進、和⾷給⾷の普及
学校給⾷に地場産物を使⽤するための⽣産者とのマッチング、献⽴の開発・試

⾷、⾷育授業を⽀援します。
５．環境に配慮した農林⽔産物･⾷品への理解向上

環境に配慮した農林⽔産物・⾷品への理解向上に向けて、意識調査、セミナー
の開催等を⽀援します。

６．⾷品ロスの削減
⾷品ロスの削減に向けた消費者の意識調査や飲⾷店等と連携した啓発資料の

配付やセミナーの開催を⽀援します。
７．地域⾷⽂化の継承

地域⾷⽂化の継承や⽇本型⾷⽣活の実践に向けた調理講習会や⾷育授業
等の開催を⽀援します。

＜事業の流れ＞

【令和５年度予算概算決定額 2,006(2,041)百万円の内数】
(令和４年度補正予算額 500百万円)

① 都道府県を通じた取組
交付（定額） 1/2以内

事業実施主体

② 広域の取組

⽬標の達成に資する
地域の取組を⽀援

・⾷⽣活の改善や⾷⽂化等に対する
意識の向上、
・地場産⾷材の活⽤割合の増加等

⾷育推進基本計画の⽬標達成(令和７年度)を⽬指す
交付（1/2以内）

⽬標（⾷育推進基本計画の⽬標のうち農林漁業体験機会の提供等当省関連）
・⾷育の推進に関わるボランティアの数を増やす
・農林漁業体験を経験した国⺠を増やす
・地域で共⾷したいと思う⼈が共⾷する割合を増やす
・学校給⾷における地場産物を活⽤した取組等を増やす
・栄養バランスに配慮した⾷⽣活を実践する国⺠を増やす
・産地や⽣産者を意識して農林⽔産物・⾷品を選ぶ国⺠を増やす
・環境に配慮した農林⽔産物・⾷品を選ぶ国⺠を増やす
・⾷品ロス削減のために何らかの⾏動をしている国⺠を増やす
・地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国⺠を増やす

農林漁業体験機会の提供 地域⾷⽂化の継承地域における共⾷の場の提供
⽀援事業(例)

国
都道府県 ⺠間団体等

（都道府県、市町村を含む）

⺠間団体等
（都道府県、市町村を含む）

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 17 食育推進に関する事業内容
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
地域の関係者等が連携して取り組む「地域における共⾷の場の提供」等の⾷育の

取組を⽀援します。また、学校における⾷育活動の取組も⽀援します。
１．地域での⾷育の取組
①地域における共⾷の場の提供
地域における共⾷のニーズの把握や⽣産者とのマッチング等により、多世代交流やこど

も⾷堂等の共⾷の場の提供を⽀援します。
②地域⾷⽂化の継承や⽇本型⾷⽣活の実践
地域⾷⽂化の継承や⽇本型⾷⽣活の実践に向けて、調理講習会等の開催やこど

も⾷堂やこども宅⾷を通じた取組を⽀援します。
③農林漁業体験機会の提供
⾷や農林⽔産業への理解を増進する農林漁業体験の提供に向けた検討会開催や

体験機会の提供を⽀援します。

２．学校における⾷育の取組
①学校給⾷における地場産物活⽤の促進、和⾷給⾷の普及
学校給⾷に地場産物を使⽤するための⽣産者とのマッチング、献⽴の開発・試⾷、⾷

育授業を⽀援します。
②農林漁業体験機会の提供
⾷や農林⽔産業への理解を増進する農林漁業体験の提供に向けた検討会開催や

体験機会の提供を⽀援します。

［お問い合わせ先］消費・安全局消費者⾏政・⾷育課（03-3502-5723）

⾷育推進基本計画の⽬標達成(令和７年度)を⽬指す

⽬標（⾷育推進基本計画の⽬標のうち当省関連）
・地域等で共⾷したいと思う⼈が共⾷する割合

（令和３年度:42.7％、令和７年度⽬標値:75%以上）
・主⾷・主菜・副菜を組み合わせた⾷事を1⽇２回以上ほぼ毎⽇⾷べている国⺠の割合

(令和３年度:37.7％、令和７年度⽬標値:50%以上）
・学校給⾷における国産⾷材を使⽤する割合(⾦額ベース)を現状値(令和元年度)から維持・向上
した都道府県の割合 (令和３年度:74.5％、令和７年度⽬標値:90％以上)

＜対策のポイント＞
こども⾷堂等の共⾷の場は、他者と楽しく⾷べる、⾷事マナーを学ぶなど⾷育活動の場として重要です。今般の物価⾼騰によって、こども⾷堂等の運営に影響

及び⽀障が⽣じていることから、その活動⽀援の拡充・強化を⾏います。また、地元⾷材や栄養バランスに関する知識を学ぶ⾷育を普及するため、学校における⾷
育⽀援を強化します。
＜政策⽬標＞

⾷育推進基本計画の⽬標の達成
「地域等で共⾷したいと思う⼈が共⾷する割合」、「主⾷・主菜・副菜を組み合わせた⾷事を１⽇２回以上ほぼ毎⽇⾷べている国⺠の割合」、
「学校給⾷における国産⾷材を使⽤する割合(⾦額ベース)を現状値(令和元年度)から維持・向上した都道府県の割合」

＜事業の流れ＞
① 都道府県を通じた取組

定額
都道府県

定額 都道府県、市町村、
⺠間団体

国
⺠間団体

定額
② 広域の取組

定額 ⺠間団体等
（都道府県、市町村を含む）

消費・安全対策交付⾦のうち 地域での⾷育の推進 【令和４年度補正予算額 500百万円】

⽬標の達成に資する
地域等の取組を⽀援

農林漁業体験機会の提供

地域⾷⽂化の継承地域における共⾷の
場の提供

⽀援事業(例):地域での⾷育の取組 ⽀援事業(例):学校における⾷育の取組

学校給⾷における地場産物活⽤の促進
和⾷給⾷の普及

農林漁業体験機会の提供

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 17 食育推進に関する事業内容
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消費・安全対策交付⾦のうち 地域での⾷育の推進
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

＜対策のポイント＞
第４次⾷育推進基本計画に基づき⾷育推進全国⼤会の開催や⾷育活動の優良事例の情報発信等を⾏うことで、⾷育の全国展開を図ります。

＜事業⽬標＞
⾷育に関⼼を持っている国⺠の割合90％以上（第４次⾷育推進基本計画［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］消費・安全局消費者⾏政・⾷育課（03-6744-1971）

⾷育に関する
調査・分析、
事例収集

• 第４次⾷育推進基本計画の取組状況を調査、分析
• 事例を収集し、⾷育⽩書の特集に記載するとともに、⾷育

を実践している⽅々へ情報提供

⾷育推進全国⼤会
⾷育活動表彰

• 国⺠の⾷育に対する理解を深めるため、地⽅公共団体との
共催により⾷育推進全国⼤会を開催

• ボランティア活動、教育活動⼜は農林漁業、その他の事業
活動を通じて⾷育を推進する優れた取組を表彰

【令和６年度予算概算決定額 65（65）百万円】

国 ⺠間団体等
委託

第４次⾷育推進計画に基づき、⾷育を着実に推進⾷育推進全国⼤会、⾷育活動表彰、⾷育に関する意識調査等
65（65）百万円

⾷育推進全国⼤会や⾷育活動の優良事例の表彰等を⾏い、
⾷育の全国展開を図るとともに、⾷育の推進状況を把握するための
意識調査等により、国⺠のニーズや特性を調査分析し、より効果的
な⾷育推進⽅策の検討を⾏います。

⾷育活動の全国展開事業
Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 17 食育推進に関する事業内容
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

⾷育推進全国⼤会、⾷育に関する調査、持続可能な⾷を⽀える
⾷育の推進のための普及啓発等 65（67）百万円

⾷育推進全国⼤会、⾷育活動の優良事例の表彰等を⾏い、⾷
育の全国展開を図るとともに、⾷育の推進状況を把握するための意
識調査等により、国⺠のニーズや特性を調査分析し、より効果的な
⾷育推進⽅策の検討を⾏います。環境と調和のとれた⾷料⽣産と
その消費に対する国⺠の理解と関⼼を増進させる⾷育を推進するた
め、環境との調和の視点を加味したフードガイドの普及啓発を⾏いま
す。

＜対策のポイント＞
第４次⾷育推進基本計画に基づき⾷育推進全国⼤会の開催や、⾷育活動の優良事例の情報発信、持続可能な⾷を⽀える⾷育の推進のための普及
啓発等を⾏うことで、⾷育の全国展開を図ります。

＜事業⽬標＞
⾷育に関⼼を持っている国⺠の割合90％以上（第４次⾷育推進基本計画［令和７年度まで］）

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］消費・安全局消費者⾏政・⾷育課（03-6744-1971）

⾷育活動の全国展開事業

⾷育に関する
調査・分析、
事例収集

• 事例を収集し、⾷育⽩書の特集に記載するとともに⾷育を
実践している⽅々へ情報提供

• 第４次⾷育推進基本計画の取組状況調査、分析
• 海外の先進的な⾷育の取組事例の調査

持続可能な⾷を
⽀える⾷育の推
進のための
普及啓発

• 環境との調和の視点を加味したフードガイドの
普及啓発

⾷育推進
全国⼤会

⾷育活動表彰

• 国⺠の⾷育に対する理解を深めるため、地⽅公共団体との
共催により⾷育推進全国⼤会を開催

• ボランティア活動、教育活動⼜は農林漁業、その他の事業
活動を通じて⾷育を推進する優れた取組を表彰

【令和５年度予算概算決定額 65（67）百万円】

国 ⺠間団体等
委託
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［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-6744-2497）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．農⼭漁村発イノベーション推進⽀援事業

農⼭漁村発イノベーションの実施に必要な経営戦略策定、販路開拓、ビジネスアイデアの創出、研究・
実証事業等の取組を⽀援します。

（⽀援対象の取組) ① ２次・３次産業と連携した加⼯・直売の取組
② 新商品開発・販路開拓の取組
③ 直売所の売上向上に向けた多様な取組
④ 多様な地域資源を新分野で活⽤する取組
⑤ 多様な地域資源を活⽤した研究開発・成果利⽤の取組

【事業期間︓上限２年間、交付率︓1/2等（上限500万円）】
２．農⼭漁村発イノベーション中央サポート事業

① 中央サポートセンターにおいて、都道府県サポートセンターと連携し、農⼭漁村発イノベーションに係る
⾼度な課題を抱える事業者等に対する中央プランナー等の専⾨家派遣の取組や⾼度なデジタル技
術の活⽤に係る専⾨的な知識を有する⼈材（デジタル⼈材）の派遣等を⽀援します。

② 農⼭漁村で新事業を興す起業家と農⼭漁村のマッチングの取組等を⽀援します。
③ 施設給⾷において、地産地消を促進するためのコーディネーターの派遣・育成の取組等を⽀援します。

【事業期間︓１年間、交付率︓定額】
３．農⼭漁村発イノベーション都道府県サポート事業

各都道府県のサポートセンターにおける、農⼭漁村発イノベーションに係る経営改善等の多様な課題を
抱える事業者等への専⾨家派遣やデジタル⼈材の派遣、地域におけるデジタル⼈材の育成の取組等を
⽀援します。

【事業期間︓１年間、交付率︓定額】

＜対策のポイント＞
農⼭漁村発イノベーションを推進し、農⼭漁村における所得と雇⽤機会の確保を図るため、農林⽔産物や農林⽔産業に関わる多様な地域資源を新分野で
活⽤した商品・サービスの開発やこれらに係る研究開発、デジタル技術の活⽤に係る専⾨的な知識を有する⼈材の派遣・育成等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農⼭漁村発イノベーションに取り組んでいる優良事業体数の増加（100事業体［令和７年度まで］）

多様な地域資源を新分野で活⽤農林⽔産物を利⽤した新商品開発

＜事業の流れ＞

国

定額

定額 ⺠間団体等
（⺠間企業、⼀般社団法⼈を含む）

都道府県 （３の事業）

1/2等

（２の事業）

農林漁業者、市町村、⺠間事業者等 （１の事業）

農⼭漁村発イノベーション推進⽀援事業

都市部等の起業家

都道府県サポートセンター

農⼭漁村発イノベーション中央・都道府県サポート事業

中央サポートセンター

事
業
者

様
々

⽀
援

問合せ
相談

デジタル
⼈材育成

プランナー等の派遣
デジタル⼈材の派遣

⽀援要請 マッチング

地産地消コーディネーター

病院、企業、学校等

派遣

農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策）のうち
農⼭漁村発イノベーション推進事業（農⼭漁村発イノベーション創出⽀援型）

【令和６年度予算概算決定額 8,389（9,070）百万円の内数】
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［お問い合わせ先］農村振興局都市農村交流課（03-6744-2497）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．農⼭漁村発イノベーション推進⽀援事業

農⼭漁村発イノベーションの実施に必要な経営戦略策定、販路開拓、ビジネスアイデアの創出、研究・
実証事業等の取組を⽀援します。

（⽀援対象の取組) ① ２次・３次産業と連携した加⼯・直売の取組
② 新商品開発・販路開拓の取組
③ 直売所の売上向上に向けた多様な取組
④ 多様な地域資源を新分野で活⽤する取組
⑤ 多様な地域資源を活⽤した研究開発・成果利⽤の取組

２．農⼭漁村発イノベーション中央サポート事業
① 中央サポートセンターにおいて、都道府県サポートセンターと連携し、農⼭漁村発イノベーションに係る
⾼度な課題を抱える事業者等に対する中央プランナー等の専⾨家派遣の取組に加え、⾼度なデジタ
ル技術の活⽤に係る専⾨的な知識を有する⼈材（デジタル⼈材）の派遣等を⽀援します。

② 農⼭漁村で新事業を興す起業家と農⼭漁村のマッチングの取組等を⽀援します。
③ 施設給⾷において、地産地消を促進するためのコーディネーターの派遣・育成の取組等を⽀援します。

３．農⼭漁村発イノベーション都道府県サポート事業
各都道府県のサポートセンターにおける、農⼭漁村発イノベーションに係る経営改善等の多様な課題を

抱える事業者等への専⾨家派遣に加え、デジタル⼈材の派遣、地域におけるデジタル⼈材の育成の取組
等を⽀援します。

＜対策のポイント＞
農⼭漁村発イノベーションを推進し、農⼭漁村における所得と雇⽤機会の確保を図るため、農林⽔産物や農林⽔産業に関わる多様な地域資源を新分野で
活⽤した商品・サービスの開発やこれらに係る研究開発、デジタル技術の活⽤に係る専⾨的な知識を有する⼈材の派遣・育成等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農⼭漁村発イノベーションに取り組んでいる優良事業体数の増加（100事業体［令和７年度まで］）

多様な地域資源を新分野で活⽤農産物を利⽤した新商品開発

＜事業の流れ＞

国

定額

定額

定額 ⺠間団体等
（⺠間企業、⼀般社団法⼈を含む）

都道府県
（３の事業）

1/2等

（２の事業）

農林漁業者、市町村、⺠間事業者等 （１の事業）

農⼭漁村発イノベーション推進⽀援事業

都市部等の起業家

都道府県サポートセンター

農⼭漁村発イノベーション中央・都道府県サポート事業

中央サポートセンター

事
業
者

様
々

⽀
援

問合せ
相談

デジタル
⼈材育成

プランナー等の派遣
デジタル⼈材の派遣

⽀援要請 マッチング

地産地消コーディネーター

病院、企業、学校等

派遣

※下線部は拡充内容

農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村発イノベーション対策）のうち
農⼭漁村発イノベーション推進事業（農⼭漁村発イノベーション創出⽀援型）

【令和５年度予算額 9,070（9,752）百万円の内数】
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．⾷体験コンテンツの造成・提供⽀援
地域の⾷・⾷⽂化の魅⼒で訪⽇外国⼈の誘致を図る重点地域

（SAVOR JAPAN）を中⼼に、専⾨家の派遣等により、訪⽇外国
⼈のニーズに対応した⾷体験コンテンツの造成・磨き上げやインバウン
ドを輸出につなげる取組を⽀援するとともに、効果的かつ⼀元的な情
報発信を⽀援します。

２．⾷⽂化の多⾓的な価値の整理・情報発信
⾷⽂化の多⾓的な価値※の情報を、体系的に整理し、わかりやす

く情報発信します。
※歴史や⽂化、製造⽅法などの伝統や特徴、健康有⽤性、

持続可能性等

３．⾷⽂化コンテンツ関連の⼈材の⾼度化
国内外に向けて⾷⽂化の普及活動を⾏う中核的な⼈材の⾼度

化を推進します。

マーケットイン輸出ビジネス拡⼤⽀援事業のうち
訪⽇外国⼈対応による輸出促進連携⽀援事業 【令和６年度予算概算決定額 21（80）百万円】

＜対策のポイント＞
⽇本の⾷・⾷⽂化の魅⼒でインバウンドの増⼤を図り、これを農林⽔産物・⾷品の輸出につなげる好循環の構築に向けた取組を⽀援するとともに、新たな需要

の開拓のため、訪⽇外国⼈及び海外消費者を中⼼に関⼼が⾼まっている⽇本の⾷・⾷⽂化について、より⾼付加価値な情報の整理・発信等に向けた取組を⽀
援します。

＜事業⽬標＞
○ インバウンド需要の増⼤ （訪⽇外国⼈旅⾏者数6,000万⼈、旅⾏消費額15兆円［2030年まで］ ）
○ 農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

訪⽇外国⼈旅⾏者数6,000万⼈、旅⾏消費額15兆円（2030年まで）
農林⽔産物・⾷品の輸出額（２兆円（2025年まで）、５兆円（2030年まで））

地域の⾷⽂化のストーリーを
発信できる⼈材の⾼度化

⾷体験コンテンツの造成・提供⽀援

⾷⽂化コンテンツ関連の⼈材の⾼度化

⾷⽂化の多⾓的な価値
の整理・情報発信

歴史性、嗜好多様性（ヴィーガン等）
等の体系的な整理・情報発信

訪⽇外国⼈のニーズに対応した
魅⼒的な⾷体験の造成

インバウンドを輸出につなげる
好循環の構築

SNSでの情報発信等

農林⽔産物・⾷品の輸出

［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部外⾷・⾷⽂化課⾷⽂化室（03-6744-2012）

＜事業の流れ＞
国 ⺠間団体等

委託

インバウンドを輸出に
つなげる取組の⽀援

2025年⼤阪・関⻄万博開催

2023年「和⾷」がユネスコ無形⽂化遺産に登録されて10周年

国内外に⽇本の⾷⽂化を伝える

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 17 食育推進に関する事業内容



＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞＜ 事 業 の 内 容 ＞

１．食体験コンテンツの造成・提供⽀援
地域の食・食文化の魅力で訪日外国人の誘致を図る重点地

域（SAVOR JAPAN）を中心に、専門家の派遣等により、訪日外国

人のニーズに対応した食体験コンテンツの造成・磨き上げやイ

ンバウンドを輸出につなげる取組を支援するとともに、DXの推

進による効果的かつ一元的な情報発信を支援します。

２．⾷⽂化の多⾓的な価値の整理・情報発信
⾷⽂化の多⾓的な価値※の情報を、体系的に整理・多⾔語化

し、国内外にわかりやすく情報発信します。
※歴史や⽂化、製造⽅法などの伝統や特徴、健康有⽤性、

持続可能性等

３．⾷⽂化コンテンツ関連の⼈材の⾼度化
国内外に向けて食文化の普及活動を行う中核的な人材の高

度化を推進します。

マーケットイン輸出ビジネス拡⼤⽀援事業のうち
訪⽇外国⼈対応による輸出促進連携⽀援事業 【令和５年度予算概算決定額 80（80）百万円】

＜対策のポイント＞
⽇本の⾷・⾷⽂化の魅⼒でインバウンドの回復・増⼤を図り、これを農林⽔産物・⾷品の輸出につなげる好循環の構築に向けた取組を⽀援するとともに、新

たな需要の開拓のため、訪⽇外国⼈及び海外消費者を中⼼に関⼼が⾼まっている⽇本の⾷・⾷⽂化について、より⾼付加価値な情報の整理・発信等に向け
た取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ インバウンド需要の増⼤ （訪⽇外国⼈旅⾏者数6,000万⼈、旅⾏消費額15兆円［2030年まで］ ）
○ 農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

訪⽇外国⼈旅⾏者数6,000万⼈、旅⾏消費額15兆円（2030年まで）
農林⽔産物・⾷品の輸出額（２兆円（2025年まで）、５兆円（2030年まで））

地域の⾷⽂化のストーリーを
発信できる⼈材の⾼度化

⾷体験コンテンツの造成・提供⽀援

⾷⽂化コンテンツ関連の⼈材の⾼度化

⾷⽂化の多⾓的な価値
の整理・情報発信

歴史性、嗜好多様性（ヴィーガン等）
等の体系的な整理・情報発信

訪⽇外国⼈のニーズに対応した
魅⼒的な⾷体験の造成

インバウンドを輸出につなげる
好循環の構築

バーチャルトリップ、SNS
での情報発信等

農林⽔産物・⾷品の輸出

［お問い合わせ先］⼤⾂官房新事業・⾷品産業部外⾷・⾷⽂化課⾷⽂化室（03-6744-2012）

＜事業の流れ＞
国 ⺠間団体等

委託

インバウンドを輸出に
つなげる取組の⽀援

2025年⼤阪・関⻄万博開催

2023年「和⾷」がユネスコ無形⽂化遺産に登録されて10周年

Ⅲ 農林水産省における食育の取組 － 17 食育推進に関する事業内容
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